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韓国、タイ、インドネシアは
持ち直しの傾向

「モディノミクス」効果

アジアの企業景況感は？ 

インドは比較的高水準で推移し、韓国、タイ、インドネシアは持ち直しています。 
原油安により金融緩和余地が広がり、企業景況感は持ち直しが続くと期待されます。 

アジア 

アジアの景気動向 

【企業景況感指数】 

（注）データは2013年1月～2015年1月（タイは2014年12月まで）。 右の数値は2015年1月（タイは12月）。 
    中国は製造業PMI（中国物流購買連合会発表）、インドネシアは製造業PMI（HSBC発表）、 韓国は製造業PMI（HSBC発表)、インドは製造業PMI（HSBC発表）、 
       タイは企業景況感指数（タイ中央銀行発表）。 
（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

■昨年インドの企業景況感指数が上昇したのは、
モディ政権による外国企業誘致や規制緩和など
の経済政策、いわゆる「モディノミクス」が主な要
因と見られます。 

■各国の物価上昇率は、原油安などを背景に低
下傾向にあり、金融緩和の余地が広がりつつあ
ります。金融緩和による企業景況感の回復が続
くと期待されます。 

■中国の企業景況感が低下傾向にあり、中国の
景気減速はアジア全体のリスク要因です。ただし、
中国人民銀行は、昨年11月に利下げを実施し、
足元でも春節の連休シーズンを前に金融市場へ
の資金供給を強化しています。中国でも、金融
緩和により企業景況感が持ち直すと期待されま
す。 
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